




助成セミナーの概要について 

 

 

１．65 歳超雇用推進助成金について 

・65 歳以上への定年の引き上げ、又は、定年制度の廃止、希望者全員に継続雇用制度を

導入する事業者に対して、最大 160 万円が受給できる制度。 

 

．50 歳以上且つ定年年齢未満の有期契約労働者を無期雇用労働者に転換させた場合には、

48 万円が支給される制度。 

 

2．人材開発支援助成金 

  従業員に教育を行った場合の経費、及び訓練時間への賃金助成がある。 

  10 時間以上の訓練を行った場合には、経費の 45%から 70%の助成で、上限は 50 万円。 

  賃金助成としては、1 時間当たり７６０円。 

 

3．両立等推進支援助成金（有給ではなく育休取得が対象） 

  ・子育てパパ支援 

   産後８週間以内に男性従業員が、5 日以上育児休業取得で、20 万円。 

  ・育児休業等支援 

   育児休業前、育児休業時期の支援。 

   代わりの従業員の確保、有給の看護休暇導入等組み合わせることで、140 万円の受給

が可能。 

 

4．特定求職者雇用開発助成金 

  60 歳以上の従業員を地方運輸局あるいは、無料の紹介事業者を通して新規雇用した場 

合、1 年間で 60 万円助成される制度。 

 


